
３　時間外労働・休日労働の前提　～「３６協定」～  
３－１　法定労働時間・法定休日
　使用者は、労働者を、1週40時間・1日８時間（休憩時間を除く）を超えて働かせ
てはなりません。これを法定労働時間といいます。
　また、使用者は、労働者に毎週少なくとも１回、あるいは４週間を通じて４日以上
の休日を与えなければなりません。これを法定休日といいます。

３－２　「３６協定」と労働契約上の規定の関係
　法定労働時間を超える労働や、休日労働をさせる場合には、労働基準法３６条
に基づく労使協定（一般的に「３６（サブロク）協定」などと呼ばれています。）
を締結し、管轄の労働基準監督署長に届け出る必要があります。
　また、３６協定は、労働基準法の罰則を免れるための手続きに過ぎませんから、
労働契約上の義務を別途定めておく必要があります。
　具体的には、使用者が（所定）時間外・休日労働を命じるに当たっては、就業
規則や労働契約等において、「業務上の必要のあるときは時間外労働や休日労働
を命令できる」ということを明らかにしておくことが必要です。判例でも、就業
規則に時間外労働についての規定があって、それが合理的なものであれば、労働
者には時間外労働を行う義務があるとしています。

３　時間外労働・休日労働の前提　～「３６協定」～  
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を締結し、管轄の労働基準監督署長に届け出る必要があります。
　また、３６協定は、労働基準法の罰則を免れるための手続きに過ぎませんから、
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規則や労働契約等において、「業務上の必要のあるときは時間外労働や休日労働
を命令できる」ということを明らかにしておくことが必要です。判例でも、就業
規則に時間外労働についての規定があって、それが合理的なものであれば、労働
者には時間外労働を行う義務があるとしています。



４　「３６協定」を締結する労働者側の当事者  
４－１　「３６協定」を締結する労働者側の当事者
　３６協定などの労使協定の締結の際は、その都度、当該事業場に①労働者の過半数
で組織する労働組合（過半数組合）がある場合はその労働組合、②過半数組合がない
場合は労働者の過半数を代表する者（過半数代表者）と、書面による協定をしなけれ
ばなりません。
　過半数組合の要件を満たさない場合や、過半数代表者の選出が適正に行われていな
い場合には、３６協定を締結し、労働基準監督署長に届け出ても無効になりますので
注意が必要です。

４－２　「過半数」の意味
　過半数組合・過半数代表者と言う場合の「過半数」とは、事業場に使用されてい
る、全ての労働者の過半数で組織する労働組合であったり、その代表者であること
を指します。全ての労働者とは、正社員だけでなく、パートやアルバイトなど事業場
のすべての労働者を指しますので、過半数組合の場合にはパートやアルバイトなどを
含めた事業場の全ての労働者の過半数で組織していなければなりませんし、過半数代
表者についても、パートやアルバイトなどを含めた全ての労働者の過半数を代表して
いる必要があります。

４－３　過半数代表者の要件と選出のための正しい手続
　過半数代表者の要件としては、①労働者の過半数を代表していること、②選出に
当たって全ての労働者が参加した民主的な手続がとられていること、③管理監督
者に該当しないことの３点があります。
　民主的な選出に当たっては、正社員だけでなく、パートやアルバイトなどを含め
たすべての労働者が手続に参加できるようにする必要があります。また、選出手続
は、労働者の過半数がその人の選出を支持していることが明確になる民主的な手続
（投票、挙手、労働者による話し合い、持ち回り決議等）がとられている必要があ
ります。使用者が指名したり、親睦会幹事を自動的に選出したりすることはできま
せん。また、労働条件の決定その他労務管理について、経営者と一体的な立場に該
当する可能性のある人（労働基準法第41条2号で定める管理監督者）であっては
いけません。
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　さらに、使用者は、過半数代表者が協定の締結に関する事務を円滑に遂行する
ことができるよう、必要な配慮を行わなければなりません。

５　「３６協定」において定める必要がある事項  
５－１　「３６協定」において定める必要がある事項
①　労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる場合
②　労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる労働者の範囲
③　対象期間（１年に限る）
④　対象期間の起算日
⑤　有効期間
⑥　対象期間における、１日、１か月、１年について、労働時間を延長させることが
　できる時間、又は労働させることができる休日
⑦ 　時間外労働と休日労働の時間の合計が、月１００時間未満、２～６か月平均８０
　 時間以内を満たすこと。

５－２　特別条項を締結する際に必要となる事項
⑧　臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合における、１か月の時間外
　労働と休日労働の合計時間数（１００時間未満）、１年の時間外労働時間（７２０
　時間以内）
⑨　限度時間を超えることができる回数（年６回以内）
⑩　限度時間を超えて労働させることができる場合
⑪　限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び福祉を確保するための措置
⑫　限度時間を超えた労働に係る割増賃金率（２５％を超える割増賃金率とするよう
　努めなければなりません。）
⑬　限度時間を超えて労働させる場合における手続き

５－３　「３６協定届」
　３６協定の書式は特に定められていませんが、労働基準監督署長に届け出る際の
様式「時間外労働・休日労働に関する協定届」（３６協定届）を用いて３６協定
を締結することもできます。その場合には、36協定届に労働者代表の署名又は
記名・押印が必要です。

【新３６協定届の記載例（様式第９号）】　さらに、使用者は、過半数代表者が協定の締結に関する事務を円滑に遂行する
ことができるよう、必要な配慮を行わなければなりません。

５　「３６協定」において定める必要がある事項  
５－１　「３６協定」において定める必要がある事項
①　労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる場合
②　労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる労働者の範囲
③　対象期間（１年に限る）
④　対象期間の起算日
⑤　有効期間
⑥　対象期間における、１日、１か月、１年について、労働時間を延長させることが
　できる時間、又は労働させることができる休日
⑦ 　時間外労働と休日労働の時間の合計が、月１００時間未満、２～６か月平均８０
　 時間以内を満たすこと。

５－２　特別条項を締結する際に必要となる事項
⑧　臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合における、１か月の時間外
　労働と休日労働の合計時間数（１００時間未満）、１年の時間外労働時間（７２０
　時間以内）
⑨　限度時間を超えることができる回数（年６回以内）
⑩　限度時間を超えて労働させることができる場合
⑪　限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び福祉を確保するための措置
⑫　限度時間を超えた労働に係る割増賃金率（２５％を超える割増賃金率とするよう
　努めなければなりません。）
⑬　限度時間を超えて労働させる場合における手続き

５－３　「３６協定届」
　３６協定の書式は特に定められていませんが、労働基準監督署長に届け出る際の
様式「時間外労働・休日労働に関する協定届」（３６協定届）を用いて３６協定
を締結することもできます。その場合には、36協定届に労働者代表の署名又は
記名・押印が必要です。



【新３６協定届の記載例（様式第９号）】【新３６協定届の記載例（様式第９号）】



【新３６協定届の記載例（特別条項）（様式第９号の２）】【新３６協定届の記載例（特別条項）（様式第９号の２）】
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６　「３６協定」の締結において留意すべきこと
　法改正に合わせて、時間外労働及び休日労働を適正なものとするため、36協定を
締結する際に留意すべき事項について、新たな指針が策定されています。

①　時間外労働・休日労働は必要最小限にとどめること。（指針第２条）
②　使用者は、３６協定の範囲内であっても労働者に対する安全配慮義務を負う。ま
　た、労働時間が長くなるほど過労死との関連性が強まることに留意する必要がある。
　（指針第３条）
　・使用者には、労働者の生命・身体等の安全を確保しつつ労働することができるよ
　　う、必要な配慮をする義務（安全配慮義務）があります。
　・脳・心臓疾患の労災認定の基準において、長期間の過重業務による疲労の蓄積を
　　考慮する場合の目安が示されています。
　　　具体的には、発症前1か月ないし6か月にわたって1か月当たりおおむね45時
　　間を超える時間外労働がある場合は業務と発症との関連性が強まり、発症前1か
　　月間におおむね100時間を超える時間外労働が認められる場合、あるいは、発
　　症前2か月ないし6か月間にわたって1か月あたりおおむね80時間を超える時間
　　外労働が認められる場合には、業務と発症との間の関連性が強いなどとなってい
　　ます。

③　時間外労働・休日労働を行う業務の区分を細分化し、業務の範囲を明確にす
　ること。（指針第４条）
　・例えば、各種製造工程において、それぞれ労働時間管理を独立して行ってい
　　るにもかかわらず「製造業務」とまとめているような場合は、細分化は不十
　　分となります。
④　臨時的な特別の事情がなければ、限度時間（月
　ることはできない。
　り具体的に
　できる限り近づけるように努めること。（指針第５条）
　・当該事業場における通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴
　　い臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合をできる限り具体的
　　に定めなければなりません。
　　（臨時的に必要がある場合の例）
　　予算・決算業務、ボーナス商戦に伴う業務の繁忙、納期のひっ迫、大規模な
　　クレームへの対応、機械のトラブルへの対応　等
　・「業務の都合上必要な場合」、「業務上やむを得ない場合」など恒常的な長
　　時間労働を招くおそれがあるものは認められません。
⑤　１か月未満の期間で労働する労働者の時間外労働は、目安時間（１週間：
　時間、２週間：
　（指針第６条）
⑥　休日労働の日数及び時間数をできる限り少なく
　針第７条）
⑦　限度時間を超えて労働させる
　・健康・福祉を確保するための措置として、指針では
　　（１）医師による面接指導
　　の休息時間の確保（勤務間インターバル）
　　付与 （５）健康診断
　　設置 （８）配置転換
⑧　限度時間が適用除外・猶予されている事業・業務についても、
　案し、健康・福祉を確保するよう努めること。（指針第９条、附則第３項）。

６　「３６協定」の締結において留意すべきこと
　法改正に合わせて、時間外労働及び休日労働を適正なものとするため、36協定を
締結する際に留意すべき事項について、新たな指針が策定されています。

①　時間外労働・休日労働は必要最小限にとどめること。（指針第２条）
②　使用者は、３６協定の範囲内であっても労働者に対する安全配慮義務を負う。ま
　た、労働時間が長くなるほど過労死との関連性が強まることに留意する必要がある。
　（指針第３条）
　・使用者には、労働者の生命・身体等の安全を確保しつつ労働することができるよ
　　う、必要な配慮をする義務（安全配慮義務）があります。
　・脳・心臓疾患の労災認定の基準において、長期間の過重業務による疲労の蓄積を
　　考慮する場合の目安が示されています。
　　　具体的には、発症前1か月ないし6か月にわたって1か月当たりおおむね45時
　　間を超える時間外労働がある場合は業務と発症との関連性が強まり、発症前1か
　　月間におおむね100時間を超える時間外労働が認められる場合、あるいは、発
　　症前2か月ないし6か月間にわたって1か月あたりおおむね80時間を超える時間
　　外労働が認められる場合には、業務と発症との間の関連性が強いなどとなってい
　　ます。



③　時間外労働・休日労働を行う業務の区分を細分化し、業務の範囲を明確にす
　ること。（指針第４条）
　・例えば、各種製造工程において、それぞれ労働時間管理を独立して行ってい
　　るにもかかわらず「製造業務」とまとめているような場合は、細分化は不十
　　分となります。

臨時的な特別の事情がなければ、限度時間（月45時間・年360時間）を超え
ことはできない。限度時間を超えて労働させる必要がある場合は、できる限

定めなければならない。この場合にも、時間外労働は、限度時間に
　できる限り近づけるように努めること。（指針第５条）
　・当該事業場における通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴
　　い臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合をできる限り具体的
　　に定めなければなりません。

（臨時的に必要がある場合の例）
　　予算・決算業務、ボーナス商戦に伴う業務の繁忙、納期のひっ迫、大規模な
　　クレームへの対応、機械のトラブルへの対応　等
　・「業務の都合上必要な場合」、「業務上やむを得ない場合」など恒常的な長
　　時間労働を招くおそれがあるものは認められません。

１か月未満の期間で労働する労働者の時間外労働は、目安時間（１週間：15
　時間、２週間： 27時間、４週間：43時間）を超えないように努めること。
　（指針第６条）

休日労働の日数及び時間数をできる限り少なくするように努めること。（指

限度時間を超えて労働させる労働者の健康・福祉を確保すること。（指針第８条）
　・健康・福祉を確保するための措置として、指針では9つが挙げられています。

（１）医師による面接指導 （２）深夜業の回数制限 （３）終業から始業まで
の休息時間の確保（勤務間インターバル） （４）代償休日又は特別な休暇の

（５）健康診断 （６）連続休暇の取得 （７）心とからだの相談窓口の
（８）配置転換 （９）産業医等による助言・指導や保健指導

⑧　限度時間が適用除外・猶予されている事業・業務についても、 限度時間を勘
　案し、健康・福祉を確保するよう努めること。（指針第９条、附則第３項）。

７　経過措置
　上限規制の適用は、平成31（
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だ36協定については、協定の初日から
用されません。

　したがって、経過措置の期間中であれば、３６協定届は新様式ではなく、これまで
の様式を使用して労働基準監督署長に届け出ればよいことになります。
　ただし、経過措置の期間中であっても、法改正に対応した３６協定の内容であれ
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日）以後の期間のみを定めた36協定からとなります。それ以前の期間を含ん
協定については、協定の初日から1年間は引き続き有効となり、上限規制は適
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８　時間外労働の上限規制が適用猶予・除外される事業・業務
　労働時間の上限規制は、適用が猶予されたり、除外されたりする事業・業務があり
ます。

　上限規制の適用が猶予されている事業・業務については、猶予期間中の３６協定届
の様式が定められていますが（様式第９号の４～７）、従前の様式を流用することも
可能です。
　また、上限規制の適用除外となっている「新技術・新商品等の研究開発業務」につ
いては、異なる様式が定められています。（様式第９号の３）
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９　管理監督者・機密事務取扱者とは
～労働時間・休日の規定が適用されない者～

　管理監督者の地位にある労働者に対しては、労働時間・休日に関する規制が適用さ
れませんので、時間外手当、休日手当を支払う必要はありません。
　ここでいう管理監督者とは「労働条件の決定その他の労務管理について経営者と一
体的な立場にある者」とされており、会社における「部長」「営業所長」といった肩
書きがあればよいというわけではありません。
例えば、営業上の理由で、大勢に「課長」という肩書きが与えられている部署があっ
たとしても、その従業員がこのような立場になければ管理監督者とはいえません。
　管理監督者にあたるかどうかは、個々の労働者の具体的な立場や権限を踏まえて判
断することになります。

【管理監督者の判断基準】
１．経営者と一体的な立場と呼ぶにふさわしい重要な職務内容、責任となっており、
　それに見合う権限の付与が行われているか。
２．重要な職務と責任を有していることから、現実の勤務が実労働時間の規制になじ
　まないようなものとなっているか。
３．①　定期給与である基本給、役付手当等においてその地位にふさわしい待遇がな
　　　されているか。
　　②　ボーナス等の一時金の支給率、その算定基礎賃金等についても役付者以外の
　　　一般労働者に比し優遇措置が講じられているか。
４．スタッフ職の場合、経営上の重要事項に関する企画立案等の部門に配置され、ラ
　インの管理監督者と同格以上に位置付けられる等、相当程度の処遇を受けているか。
　（昭22.9.13発基第17号、昭63.3.14基発第150号）

　特に、小売業・飲食業でチェーン展開する会社の店長等については、十分な権限や
待遇が与えられていない労働者に関する不適切な事案（名ばかり管理職）が見られる
として、基本的な判断基準を適正に運用するよう通達が発出されています（平
9基発第0909001号）。
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～労働時間・休日の規定が適用されない者～

　管理監督者の地位にある労働者に対しては、労働時間・休日に関する規制が適用さ
れませんので、時間外手当、休日手当を支払う必要はありません。
　ここでいう管理監督者とは「労働条件の決定その他の労務管理について経営者と一
体的な立場にある者」とされており、会社における「部長」「営業所長」といった肩
書きがあればよいというわけではありません。
例えば、営業上の理由で、大勢に「課長」という肩書きが与えられている部署があっ
たとしても、その従業員がこのような立場になければ管理監督者とはいえません。
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　また、機密事務取扱者とは、取締役付の秘書室長など、幹部と常に行動を共にし、
情報を共有・伝達し、経営方針や提携、企業買収の交渉などの重要機密をとりまとめ
たりするなど、幹部の行動時間に合わせるために時間外労働や休日勤務がやむを得な
い立場の人をいいます。単に、来客に茶菓子を出したり、1日のスケジュールをまと
めて幹部に伝えたり、社内外からのアポイントメントの照会をする程度の事務をする
人は含みません。
　なお、深夜手当は、管理監督者等に対しても支払う必要があります。
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